
一関市公共施設等総合管理計画【概要版】    平成29年5月発行

一関市 総務部 財政課　〒021-8501 岩手県一関市竹山町7番2号

　　　　　　　　　　　　　　　　  電話 0191-21-8233（直通）

　

１．全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策

　　・総務部内の担当部署において一元的に進行管理を行います。

　　・各部署との連携や情報共有を図るため、全庁横断的な組織を設置します。

　　・職員を対象とした研修等を実施します。

２．計画の進行管理

　本計画を着実に推進するため、中期計画（計画期間10年）と短期計画（向こう3か年分を毎年見直し）を策定

し、進行管理を行います。

　また、今後の国の制度変更や社会環境の変化などの状況に応じて見直しを行います。

　

　⑴建物系施設

　　行政目的で使用している施設（行政財産）は、

　　▶　施 設 数　825施設

　　▶　棟　　数　2,569棟

　　▶　延床面積　712,398㎡　　あります。
（平成27年4月1日現在。ただし、平成27年度中に解体した施設等を除く）

　　延床面積の内訳は、学校教育系施設が全体の

34.9％を占め、次いで市民文化系施設が11.6％、ス

ポーツ・レクリエーション系施設が11.6％を占めてい

ます。

　

　市が所有する公共施設等の現状と課題から、今後の公共施設等の適正管理に向けた基本的な考え方や取組みの方

向性を示すために策定したものです。

　本計画を実施するためのより詳細な取組内容については、今後、施設の用途ごとなどに策定する個別施設計画に委

ねます。　

公共施設のこれからを考える

一関市公共施設等総合管理計画［概要版］

　市では、公共施設等を長期的な視点で総合的かつ計画的に管理していくため、平成29年３月に、

「一関市公共施設等総合管理計画」を策定しましたので、その概要についてお知らせします。

　⑵インフラ系施設

H29～H38 H39～H48
公共施設等総合管理計画【長期計画】公共施設等総合管理計画【長期計画】

【中期計画（第2期）】【中期計画（第2期）】 【中期計画（第3期）】【中期計画（第3期）】【中期計画（第1期）】【中期計画（第1期）】

H29～31H29～31

短期計画（中期計画を踏まえての改修や修繕等について、
　　　　　　　　　向こう3か年分の計画を策定し、毎年見直しを行う。）
短期計画（中期計画を踏まえての改修や修繕等について、
　　　　　　　　　向こう3か年分の計画を策定し、毎年見直しを行う。）

H30～32H30～32

H31～33H31～33

H49～H58

…

（ ）
農道・林道以外は平成
27年3月末日時点。農道
は平成27年8月1日時
点。林道は平成28年4
月1日時点。

計画の推進に向けて

　延床面積の縮減による「更新費用の必要額」と「確保可能な財源」の均衡するところが、今後30年間で縮減が

必要な延床面積となります。その均衡点における縮減面積は、215,511㎡です。

　▷行政財産の建物系施設の延床面積 712,398㎡

　▶215,511㎡ ÷ 712,398㎡ ≒ 30.3％

年平均約1％程度（約7,184㎡）
※

の縮減が必要となります。

【参考】数値目標の算出根拠

更新費用：建物の大規模改修または建替

え費用。

⇒保有する延床面積が少なくなるほど、必

要額が減少する。

管理運営費用：建物にかかる維持管理費

や事業費などの支出（人件費を除く）か

ら、使用料などの収入を差し引いたもの。

⇒保有する延床面積が少なくなるほど、管

理運営費用の不用額（縮減額）が増え、

更新費用に充てる新たな財源が増え

る。

縮減面積 0㎡

0％
総量に対する
縮減割合

712,398㎡

100％

215,511㎡

30.3％

更新費用の必要額　　
及び確保可能な財源額
（30年間の累計額）

更新費用の
必要額（累計）

管理運営費用の
縮減額（累計）
（新たな財源）

縮減面積
縮減割合

2,151億円
（年平均71.7億円）

建物系施設の更新のために
確保可能な普通建設事業費
693億円（年平均23.1億円）
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図6．計画期間30年間における延床面積の縮減による更新費用の

必要額及び確保可能な財源の関係（イメージ図）

※建物系施設のうち、

行政財産のみを更新

する場合の更新費用

の必要額。総務省公

表の試算方法に基づ

き試算。

策定の目的

公共施設等の現状

※普通財産…特定の行政目的に用いられるものではなく、地方自治体

が一般私人と同等の立場で所有し、貸付・売却などができ

る財産。
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市民センター、コミュニティセンター、文化センター など
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※サッカーグラウンド 1 面分相当の面積です。

図1．建物系施設の延床面積割合

　今後、シンポジウム（H29夏頃）や市民によるワークショップ（H29秋〜冬頃）などを開催し、

広く市民の皆さんの参画をいただきながら計画を推進します。

　将来の一関市のまちづくりのため、公共施設等のあり方を市民の皆さんとともに検討して

まいります。
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２．将来の人口の見通し

　平成52年には人口が75,056人に減少、老年人口割

合は44.1％に上昇すると推計。
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３．財政の見通し

　老朽化した施設を更新、改修するための普通建設事業

費※の確保は厳しくなると予想。
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資料：一関市人口ビジョンより（平成27年10月策定）
資料：一関市の財政見通しより（平成28年2月作成）

※普通建設事業費…道路、学校、公園などの社会資本整備のための費用。

　

　

【課題１】厳しさを増す財政状況への対応

▷市税収入は、今後は生産年齢人口の減少などに伴い税収の落ち込みが懸念される。

▷今後、財政状況は一層厳しくなるものと推測。

▶限られた財源で効率的な投資を行い、公共施設の機能を維持していく必要があります。

【課題２】人口減少・少子高齢化社会への対応

▷人口は平成52年には75,056人まで減少すると推計。

▷老年人口割合は増加傾向、年少及び生産年齢人口は減少傾向にあり、少子高齢化が進行すると推測。

▶今後の市の人口構成の変動に伴う市民ニーズへの変化に対応した、適正な公共施設の総量や規模、機能の再

編成を検討していく必要があります。

【課題３】施設の老朽化への対応

▷建築後31年以上経過した建物が約４割あり、老朽化が進行。市民文化系・公営住宅・行政系施設は5割以上と高い。

▷全ての公共施設等を維持・更新しようとすると、他の行政サービスに重大な影響を及ぼす可能性あり。

▶大規模改修・建替等にかかる費用を全体的に抑え、中長期的な視点による計画的・戦略的な公共施設の再編

成・管理に取り組んでいく必要があります。

【方針５】まちづくりの視点

・施設情報等の公開、地域の実情と将来のまちづくりを見据えた検討、広域連携（施設の共同利用等）など

【方針 4】持続性の確保

・財政見通しとの整合、財源の確保、公民連携など

【方針 3】維持保全の最適化

・予防保全の考え方を取り入れた施設の長寿命化等に関する計画の作成、施設情報の蓄積（固定資産台帳及び

公共施設カルテの整備など）、計画的なメンテナンスの実施など

【方針 2】機能と数量の最適化

・必要な機能の再編、必要数量の見直し、建替えの際の面積抑制など

【方針1】安全性の確保

・定期的な点検・診断等の実施、耐震化の推進、安全確保のための対策の実施、供用廃止施設の除却など

図3．総人口・年齢3区分別人口の推計（市独自推計）
図4．財政見通し（歳出）
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

年
度
不
明

〜
Ｓ
29

Ｓ
31

Ｓ
33

Ｓ
35

Ｓ
37

Ｓ
39

Ｓ
41

Ｓ
43

Ｓ
45

Ｓ
47

Ｓ
49

Ｓ
51

Ｓ
53

Ｓ
55

Ｓ
57

Ｓ
59

Ｓ
61

Ｓ
63

Ｈ
2

Ｈ
4

Ｈ
6

Ｈ
8

Ｈ
10

Ｈ
12

Ｈ
14

Ｈ
16

Ｈ
18

Ｈ
20

Ｈ
22

Ｈ
24

Ｈ
26

築60年 築50年 築40年 築30年 築20年 築10年

施設名は、その年度に

建設した施設の一例です

延床面積合計
（㎡）

消防本部

一関市役所
室根体育館

（※１）（※２）総務省公表「地方公共団体の財政分析等に関する調査報告書」による建替え及び大規模改修時期の目安。

図2．建築年度別の整備状況（延床面積）

１．建物系施設の年度別の整備状況

　築31年以上経過した建物の延床面積の割合が、全体の39.9％を占めています。

公共施設等の課題

※総務省公表「地方公共団体の財政分析等に関する調査報告書」及び「公共施設等更新費用試算ソフト仕様書」に基づき試算。

図５．今後40年間の公共施設等の更新費用の試算

４．公共施設等の将来更新費用の試算

　試算
※
した結果では、全ての公共施設等を将来にわたり維持していく場合、年平均約87.9億円が不足。
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公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針

１．計画期間

　平成29年度から平成58年度までの30年間。

２．公共施設等の管理に関する基本的な考え方

　将来にわたり、市民サービスを安全かつ持続的に提供していくためには、公共施設等の総量の見直しや適正配置、

長寿命化など、将来に向けた検討が必要です。

　今後は、次に掲げる５つの方針に基づき取組を進めます。

３．数値目標

　⑴建物系施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※平成27年4月1日現在の延床面積比

　　平成58年度までに、行政財産の建物系施設の延床面積を概ね３割縮減する。
（縮減目標面積215,511㎡）算出概拠はP4〔参考〕を参照。

　⑵インフラ系施設

　数値目標の設定はしないが、適切な維持管理による安全の確保とコスト削減に取組み、将来を見据えた保

有量の検討を行います。

４．施設類型ごとの管理に関する基本的な考え方

　施設類型ごとに、その特性を踏まえ、管理に関する基本的な考え方を整理。

公共施設等の将来の見通し
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